
 

 

 

 

 

 

 

２０１６年１月１５日、午前１時５５分頃、長野県軽井沢町の国道１８号線碓氷バイパスで、

スキー客を乗せたバスがガードレールをなぎ倒し、道路脇の斜面に転落する事故が発生。乗客・

運転手合わせて４１人が乗車していたなか１５名が死亡、２５名が重軽傷を負う大惨事となり

ました。今回の事故を受けて同じバス業界で安全輸送に努める私たちは、改めて「命を運ぶ」

という重大な任務を自覚しなくてはなりません。加えて日本の高速バス業界を牽引する JR バ

ス関東として、２０１２年４月に発生した関越道ツアーバス事故以降も重大事故が止むことの

ない事態を労使の重要な課題と受け止めて新たな対策を講じなくてはなりません。 

今後、行政が取るべき対策として、中小バス会社を中心とした格安ツアーを運行するバス会

社と旅行会社の間に発している運賃料金制度の盲点や初任運転者の教育・訓練基準の統一化、

そして新規参入を一旦停止する緊急措置の導入などの早期実現が求められています。そしてこ

の問題の核心は業界全体の労働条件と賃金の低下です。企業と労働組合は人を大切にしなくて

は人に起因する事故が発生します。乗客の命を預かる公共交通には強い規制と働くものの社会

的地位の向上が必要です。JRバス関東本部は JRバス関東がバス業界に果たすべき役割を鮮明

にして、二度と悲惨な事故を発生させないために緊急申し入れをおこないました。 
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「軽井沢スキーツアーバス事故を踏まえた 

安全確保に関する申し入れ」おこなう！ 

１．事故の原因究明を労使で行い対策を講じること。 

２．バス業界への新規参入を一旦中止して、車両台数が１０両以下の事業者に対する重点監

査を行うように行政へ働きかけること。 

３．バス業界の人材不足の最大の要因である賃金・労働条件低下の現状を改善するために協

議する検討会設置を行政および日本バス協会へ働きかけること。 

４．労働協約・協定、労働基準法第 36 条の規定に基づく時間外及び公休日の労働に関する

協定の遵守を徹底させること。 

５．最大拘束時間を１日１３時間未満、休息時間を継続１１時間以上とすること。 

６．規則正しい勤務形態にするために乗務員割交番を遵守する社内風土を確立すること。 

７．安全コストを反映した貸切バスの運賃にするために上限・下限運賃制度を遵守すること。

また、旅行会社やバス会社との間に発生する手数料について上限を設定すること。 

８．貸切バス事業で JRバス関東から委託している貸切バス会社を明らかにすること。また、

委託する場合は相手会社の安全管理体制や乗務員への教育・訓練体制を熟知したうえで

委託すること。 

９．新型バスの導入計画を明らかにすること。 

10．フットブレーキが故障した場合の対策を教育・訓練に取り入れること。また、異常時に

車両を停車させる場合のマキシブレーキの性能を明らかにして乗務員へ周知すること。 

11．転落を想定した被害軽減のために車体の強度を高めること。 

12．乗客へシートベルトの着用を周知徹底すること。また、高速・貸切の全車両に３点式シ

ートベルトを装備すること。 

13．緊急時自動停車装置の早期開発を行政へ働きかけること。 

 


